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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第11期

第１四半期連結
累計期間

第12期
第１四半期連結

累計期間
第11期

会計期間
自平成26年１月１日
至平成26年３月31日

自平成27年１月１日
至平成27年３月31日

自平成26年１月１日
至平成26年12月31日

売上高 （千円） 3,840,129 16,520,097 32,035,918

経常利益又は経常損失（△） （千円） 135,758 △243,750 △927,968

四半期純利益または四半期（当期）純

損失(△)
（千円） 79,429 △252,647 △3,083,021

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 77,941 △293,654 △3,214,229

純資産額 （千円） 3,534,141 5,671,316 5,936,082

総資産額 （千円） 8,463,249 23,462,888 23,821,317

１株当たり四半期純利益金額又は１株

当たり四半期（当期）純損失金額(△)
（円） 1.84 △5.24 △66.89

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 1.83 － －

自己資本比率 （％） 39.1 22.5 23.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第11期及び第12期第１四半期連結累計期間の、潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失金額であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

当第１四半期連結会計期間において、株式会社Ｓ－ＣＯＲＥを設立し、当社の100％子会社として連結の範囲に含

めております。また、ビックソーラーパーク２号匿名組合への匿名組合出資を行い、連結の範囲に含めております。

この結果、平成27年３月31日現在、当社グループは、当社、子会社17社および関連会社２社により構成されており

ます。

（連結子会社）

株式会社Ｓ－ＣＯＲＥ

（設立：平成27年１月、資本金1,000千円、議決権所有割合：100％（直接）、事業内容：電気事業）

ビックソーラーパーク２号匿名組合

（出資：平成27年３月、出資口数138,700,000口（138,700千円）、持分割合：99.9％（直接）、事業内容：太陽光

発電設備の所有及び運営）
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、当社と株式会社省電舎との間で、匿名組合出資持分譲渡契約に基づく取引を

実行いたしました。契約の概要は以下のとおりであります。

（1）契約締結日及び権利義務の承継日

平成27年３月31日

（2）出資持分譲渡の目的

ビックソーラーパーク２号匿名組合契約に基づく組合員たる地位の譲受

（3）口数及び取得の対価

138,700,000口、現金を対価とする（138,700千円）持分の取得

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）

が判断したものであります。

(1）業績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費は消費者マインドに弱さの見られたものの、設備投

資はおおむね横ばいで推移する等、景気はゆるやかな回復基調が続きました。

当社グループの属する電力業界を取り巻く環境におきましては、平成24年７月より始まった再生可能エネルギ

ーの固定価格買取制度（※１）について、一部の電力会社が再生可能エネルギー発電設備の新規接続申込みに対

する回答を一時的に保留するなど混乱を招く事態が生じました。しかしながら一方では、全国の企業や自治体が

電力の購入契約を大手電力会社から新電力に切り替える動きが加速しており、平成28年４月の家庭向けを含めた

電力小売りの全面自由化をにらんで、新電力（ＰＰＳ※２）の登録企業数が増加している状況からも、今後、新

電力の開業増加が見込まれています。

このような環境のもと、当社グループはこれまでノウハウを蓄積してきた電力の需給予測技術をもとに、発電

から消費に至るまでの電力が流通するプロセスにおいて、電力需要家に最適な電源や電力会社の選択肢を提供

し、電力の効率的利用を支援することで収益基盤の確立に努めてまいりました。

とりわけ、1つの需要場所で複数の供給事業者から電力供給を受けられる部分供給を活用した電力販売スキーム

「電力代理購入サービス」は、電力会社の値上げにより影響を受けている多くの需要家から本サービスに対する

期待が高く、多くの反響を頂いております。

エネルギーマネジメント事業において、部分供給制度を利用し、電力の調達先を見直す「電力代理購入サービ

ス」の営業展開に注力し、売上高が大きく伸長いたしました。

パワーマーケティング事業では、北茨城ディーゼル発電所、群馬NCPバイオガスプラント発電所が完成し、発電

事業を開始しております。また、電源開発事業について、販売用発電所の仕掛案件の販売に注力しております。

損益面におきましては、代理購入サービスの売上増加等に伴い売上総利益は前年同期に比べ増加したものの、

販売費及び一般管理費が、業容の拡大に伴う人件費や事務所費用、その他研究開発費の増加等により、前年同期

に比べ増加しております。

以上の結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は16,520,097千円（前連結会計年度比330.2％

増）、営業損失は218,133千円（前年同期は営業利益118,907千円）、経常損失は243,750千円（前年同期は経常利

益135,758千円)、四半期純損失は252,647千円（前年同期は四半期純利益79,429千円)となりました。。

②財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して358,429千円減少し23,462,888

千円となりました。これは主として、北茨城ディーゼル発電所、群馬NCPバイオガスプラント発電所の建設等に伴

い有形固定資産が1,226,658千円増加したものの、電源開発事業の案件売却が進んだこと等によるたな卸資産が

1,702,381千円減少したこと等によるものです。

また、負債合計につきましては、前連結会計年度末に比較して93,664千円減少の17,791,571千円となりまし

た。これは主として、前受金が1,468,028千円減少したことや、長期借入金の増加922,083千円等によるものです。

純資産合計は、当第１四半期連結会計期間の四半期純損失の計上等により、前連結会計年度末に比較して264,766

千円減少し5,671,316千円となりました。
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〔用語解説〕

（※１）固定価格買取制度：再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）を用いて発電された電

気を、一定価格で電気事業者が買い取ることを義務付けた制度。平成24年７月１日より開始された。

（※２）ＰＰＳ（Power Producer & Supplierの略）：一般電気事業者（電力会社）以外で、50ｋＷ以上の高圧電力

を必要とする大口需要家に対し電気の小売り供給を行う事業者。現在は新電力ともいう。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題についての重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は201,987千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（4）従業員数

著しい増減はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類

第１四半期会計期間
末
現在発行数（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年５月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,295,545 48,295,545
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

であります。なお、単元株

式数は100株であります。

計 48,295,545 48,295,545 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年１月１日

平成27年３月31日
－ 48,295,545 － 3,553,579 － 4,518,721
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（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成26年12月31日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

122,800
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

48,165,400
481,654 －

単元未満株式
普通株式

7,345
－ －

発行済株式総数 48,295,545 － －

総株主の議決権 － 481,654 －

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社エナリス

東京都足立区千住

一丁目４番１号

東京芸術センター

122,800 － 122,800 0.25

計 － 122,800 － 122,800 0.25

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平

成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

第11期連結会計年度 有限責任監査法人 トーマツ

第12期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間 京都監査法人
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,795,857 856,699

売掛金 4,782,879 5,833,157

営業未収入金 1,151,692 1,807,852

たな卸資産 8,947,515 7,245,134

繰延税金資産 164,923 186,813

その他 797,922 1,131,642

流動資産合計 18,640,791 17,061,300

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 4,575 1,739,946

建設仮勘定 1,982,166 906,735

その他 824,503 1,391,221

有形固定資産合計 2,811,244 4,037,903

無形固定資産

のれん 504,165 494,538

その他 774,287 880,387

無形固定資産合計 1,278,453 1,374,925

投資その他の資産 1,090,828 988,758

固定資産合計 5,180,525 6,401,587

資産合計 23,821,317 23,462,888

負債の部

流動負債

買掛金 6,041,998 5,718,019

短期借入金 6,489,633 6,809,325

1年内返済予定の長期借入金 132,292 354,792

1年内償還予定の社債 33,000 33,000

未払法人税等 48,514 34,403

前受金 3,485,297 2,017,269

その他 827,399 1,077,575

流動負債合計 17,058,134 16,044,385

固定負債

社債 17,500 17,500

長期借入金 797,452 1,719,535

その他 12,148 10,150

固定負債合計 827,100 1,747,186

負債合計 17,885,235 17,791,571
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,553,579 3,553,579

資本剰余金 4,567,991 4,567,991

利益剰余金 △2,397,377 △2,650,025

自己株式 △35,475 △35,486

株主資本合計 5,688,716 5,436,057

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △126,553 △158,080

為替換算調整勘定 △144 △3,861

その他の包括利益累計額合計 △126,697 △161,941

少数株主持分 374,063 397,200

純資産合計 5,936,082 5,671,316

負債純資産合計 23,821,317 23,462,888
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日)

売上高 3,840,129 16,520,097

売上原価 3,213,459 15,762,086

売上総利益 626,670 758,010

販売費及び一般管理費 507,763 976,144

営業利益又は営業損失（△） 118,907 △218,133

営業外収益

受取利息 102 1,328

持分法による投資利益 6,370 2,094

補助金収入 17,082 －

還付加算金 － 1,255

その他 470 731

営業外収益合計 24,026 5,410

営業外費用

支払利息 5,839 14,593

支払手数料 － 11,424

その他 1,335 5,009

営業外費用合計 7,175 31,027

経常利益又は経常損失（△） 135,758 △243,750

特別利益

固定資産売却益 － 1,667

特別利益合計 － 1,667

特別損失

減損損失 － 7,041

特別損失合計 － 7,041

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
135,758 △249,124

法人税、住民税及び事業税 43,399 18,800

法人税等調整額 14,417 △9,514

法人税等合計 57,816 9,285

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
77,941 △258,410

少数株主損失（△） △1,487 △5,762

四半期純利益又は四半期純損失（△） 79,429 △252,647
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
77,941 △258,410

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金（税引前） － △31,527

為替換算調整勘定（税引前） － △3,716

その他の包括利益合計 － △35,244

四半期包括利益 77,941 △293,654

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 79,429 △287,892

少数株主に係る四半期包括利益 △1,487 △5,762
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、ビックソーラーパーク２号匿名組合（営業者はビックソーラーパーク２

号合同会社）の匿名組合出資持分を取得したため、連結の範囲に含めております。また、株式会社S-COREを新た

に設立し、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

（偶発債務）

訴訟の提起について

平成26年10月30日付で株式会社GW長岡製作所(契約当時「株式会社SPC」)を被告として、仕掛かり中工事の注文

主解除に伴う損害賠償請求(同年８月12日東京地方裁判所より同社所有の不動産に対し仮差押命令発令)を求める訴

訟を提起いたしました。

上記に関連して、平成26年11月10日付で、同社より、東京地方裁判所から認められた不動産仮差押が違法になると

して、これにより被った損害金２億4,550万円及び、これに対する本訴状到達の日の翌日から支払済みまで年５分

の割合による金員の支払を求める訴訟が提起されています。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

減価償却費 26,903千円 65,458千円

のれんの償却額 22,557千円 8,075千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日）

１． 配当に関する事項

該当事項はありません。

２． 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

３． 株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成26年３月19日付で、当社を完全親会社、日本エネルギー建設株式会社を完全子会社とする株式

交換を行っております。この結果、当第１四半期連結累計期間において資本剰余金が985,139千円増加し、

当第１四半期連結会計期間末における資本剰余金は1,795,916千円となっております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）

１． 配当に関する事項

該当事項はありません。

２． 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

３． 株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日）

当社グループは、エネルギー情報業を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日）

当社グループは、エネルギー情報業を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

（企業結合等関係）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 ビックソーラーパーク２号匿名組合

事業の内容 太陽光発電事業

(2) 企業結合を行った主な理由

当社は、エネルギーの効率利用促進をテーマに、電力を効率的に使うための各種サービスや情報インフラを提供

しており、これまでに蓄積した需給管理ノウハウを核としたサービスの企画、開発、運用力に強みを有しておりま

す。また、平成28年からの電力小売りの全面自由化に向け法整備も進められており、当社グループにとっても新た

な付加価値を提供できる可能性が拡大し、シナジー効果創出が期待できることから、企業価値に資するものと考え

ております。

(3) 企業結合日

平成27年３月31日

(4) 企業結合の法的形式

現金による譲渡対価の支払

(5) 結合後企業の名称

結合後の企業名称の変更はありません。

(6) 取得した議決権比率

現金によるもの 99.9％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、組合員たる地位を取得するため。

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

－

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価

現金を対価とする額 138,700千円

取得に直接要した支出額

アドバイザリー費用等 －千円

取得原価 138,700千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間又は負ののれん発生益の金額及び発生原因

(1) 発生したのれんの金額

2,385千円

(2) 発生原因

ビックソーラーパーク２号匿名組合契約に基づく匿名組合員たる地位の全部であります。

(3) 償却方法及び償却期間

即時償却
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間

（自 平成26年１月１日

至 平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間

（自 平成27年１月１日

至 平成27年３月31日）

(1)１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額(△)
1円84銭 △5円24銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額(△)（千円）
79,429 △252,647

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は

四半期純損失金額(△)（千円）
79,429 △252,647

普通株式の期中平均株式数（株） 43,149,207 48,172,735

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 1円83銭 －

（算定上の基礎）

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 207,878 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要

－ －

(注)当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（資金の借入及び資産の担保提供）

当社は、当座借越約定に基づく借入金債務に対して、資産の担保提供を下記内容にておこないました。

1. 借入先 株式会社みずほ銀行

2. 借入金額 388,389千円

3. 借入日 平成27年2月27日他

4. 担保提供日 平成27年4月10日

5. 担保提供資産

売掛金 579,596千円

（注）売掛金については、指定する取引先に対する将来有する売掛債権も、含んでおりますので、平成27年3月31

日現在の売掛金残高を記載しております。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年5月11日

株式会社エナリス

取締役会 御中

京都監査法人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 若山 聡満 印

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋藤 勝彦 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エナリ

スの平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エナリス及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

その他の事項

会社の平成26年12月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査法人によって四半期レビュー及び監

査が実施されている。前任監査法人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成26年12月12日付けで無限定の結論を表明し

ており、また、当該連結財務諸表に対して平成27年３月20日付けで無限定適正意見を表明している。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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